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完
全
民
営
化
を
目
指
す
も 

株
式
処
分
は
保
留
の
状
況

　

日
本
政
策
投
資
銀
行
（D

evelop 

m
ent B

ank of Japan

＝
Ｄ
Ｂ
Ｊ
）

は
、
株
式
会
社
日
本
政
策
投
資
銀
行

法
に
基
づ
き
設
立
さ
れ
た
政
府
１
０

０
％
出
資
の
特
殊
会
社
で
あ
る
（
財

務
省
所
管
）。
戦
後
、
日
本
経
済
と

産
業
の
発
展
・
活
性
化
の
た
め
、
そ

の
時
々
の
政
策
課
題
に
応
じ
る
か
た

ち
で
お
も
に
長
期
資
金
の
提
供
を
実

施
し
て
き
た
日
本
開
発
銀
行
（
１
９

５
１
年
設
立
）
お
よ
び
北
海
道
東
北

開
発
公
庫
（
56
年
設
立
、
57
年
に
北

海
道
東
北
開
発
公
庫
に
改
組
）
の
い

っ
さ
い
の
権
利
・
義
務
を
承
継
す
る

か
た
ち
で
99
年
に
設
立
さ
れ
た
政
策

金
融
機
関
の
旧
・
日
本
政
策
投
資
銀

行
を
前
身
と
す
る
。

　

そ
の
後
、
06
年
の
政
策
金
融
改
革

に
よ
り
、
政
策
金
融
と
し
て
残
す
べ

き
機
能
は
日
本
政
策
金
融
公
庫
に
集

約
さ
れ
、
日
本
政
策
投
資
銀
行
は
、

将
来
の
完
全
民
営
化
を
見
据
え
株
式

会
社
化
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
08

年
10
月
に
株
式
会
社
と
し
て
民
営
化

の
一
歩
を
踏
み
出
し
た
が
、
08
年
９

月
の
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
、
11
年
３

月
の
東
日
本
大
震
災
に
伴
い
、
数
度

の
株
式
会
社
日
本
政
策
投
資
銀
行
法

の
改
正
が
行
わ
れ
、
現
在
は
15
年
３

月
末
ま
で
に
政
府
に
よ
る
株
式
保
有

の
是
非
を
含
め
た
Ｄ
Ｂ
Ｊ
の
組
織
の

あ
り
方
等
が
見
直
さ
れ
る
こ
と
と
な

っ
て
い
る
。
ま
た
、
そ
れ
ま
で
の

間
、
政
府
は
保
有
株
式
を
処
分
し
な

い
も
の
と
し
て
い
る
。

民
間
で
は
む
ず
か
し
い 

長
期
資
金
供
給
が
中
心

　
Ｄ
Ｂ
Ｊ
の
機
能
は
、
民
間
金
融
機

関
で
は
投
融
資
が
む
ず
か
し
い
長
期

性
の
リ
ス
ク
マ
ネ
ー
供
給
が
中
心
と

な
る
。
従
来
Ｄ
Ｂ
Ｊ
が
培
っ
て
き

た
、
長
期
、
大
口
、
中
立
性
と
い
っ

た
特
長
を
生
か
し
、
民
間
金
融
機
関

と
協
調
し
な
が
ら
金
融
資
本
市
場
の

機
能
強
化
を
目
指
し
て
い
る
。
現

在
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
運
輸
・
交
通
、

都
市
開
発
と
い
っ
た
政
策
金
融
機
関

時
代
か
ら
の
重
点
分
野
の
さ
ら
な
る

深
掘
り
、
環
境
、
ヘ
ル
ス
ケ
ア
と
い

っ
た
成
長
分
野
の
支
援
、
製
造
業
を

中
心
と
し
た
再
編
、
再
生
へ
の
取
組

み
に
加
え
、
海
外
業
務
に
お
い
て

は
、
顧
客
の
海
外
展
開
に
も
応
じ
る

か
た
ち
で
、
ア
ジ
ア
を
重
視
し
な
が

ら
、
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
ド
フ
ァ
イ
ナ

日
本
政
策
投
資
銀
行

危
機
対
応
で
存
在
感
示
す

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
、
円
高
・
デ
フ
レ
の
悪
循
環
か
ら
の
脱
却
や
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
確
保

な
ど
日
本
経
済
の
課
題
は
山
積
し
て
お
り
、
経
済
成
長
を
占
う
う
え
で
、
官
・
民
が
問
題
解
決
に
向

け
て
適
切
に
連
携
す
る
こ
と
の
重
要
性
が
高
ま
っ
て
い
る
。
民
間
金
融
機
関
に
と
っ
て
は
時
と
し
て

投
資
先
、
時
と
し
て
協
力
関
係
と
な
る
、
政
府
出
資
の
あ
る
政
府
系
金
融
機
関
や
政
策
実
施
機
関
等

の
公
的
金
融
の
存
在
。
そ
の
意
外
と
知
ら
れ
て
い
な
い
姿
を
８
回
に
わ
た
り
紹
介
し
た
い
。

第
１
回
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ン
ス
手
法
を
強
化
し
て
い
る
。
さ
ら

に
融
資
業
務
に
加
え
投
資
業
務
や
Ｍ

＆
Ａ
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
業
務
も
含
め

た
「
投
融
資
一
体
型
」
の
サ
ー
ビ
ス

を
提
供
し
、
中
長
期
的
な
企
業
価
値

向
上
を
支
援
し
て
い
る
。

　

他
方
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
、
東

日
本
大
震
災
等
の
危
機
時
に
お
い
て

は
、
指
定
金
融
機
関
と
し
て
貸
付
等

の
危
機
対
応
業
務
も
実
施
し
て
お

り
、
通
常
業
務
に
お
け
る
情
報
・
ノ

ウ
ハ
ウ
・
人
材
等
を
活
用
し
、
機
動

的
な
対
応
を
担
っ
た
。

　

た
と
え
ば
、
東
日
本
大
震
災
の
復

興
局
面
で
は
、11
年
８
月
以
降
、被
災

地
域
の
複
数
の
金
融
機
関
と
共
同
し

て
、
東
日
本
大
震
災
復
興

フ
ァ
ン
ド
を
そ
れ
ぞ
れ
組

成
し
、
被
災
に
よ
り
一
時

的
に
業
況
が
低
迷
し
て
い

る
も
の
の
、
当
該
地
域
の

復
興
に
欠
か
せ
な
い
地
域

の
有
力
企
業
に
対
し
て
、

劣
後
ロ
ー
ン
や
優
先
株
等

を
活
用
し
た
リ
ス
ク
マ
ネ

ー
を
提
供
す
る
こ
と
で
被

災
企
業
を
支
援
し
て
い

る
。ま
た
、東
日
本
大
震
災

以
後
、
各
電
力
会
社
が
原

子
力
発
電
所
の
停
止
を
余

儀
な
く
さ
れ
る
な
か
で
、

Ｄ
Ｂ
Ｊ
は
民
間
金
融
機
関

と
足
並
み
を
そ
ろ
え
て
対

応
し
た
。11
年
度
に
は
、東

北
電
力
に
対
し
て
地
元
の
七
十
七
銀

行
と
協
調
し
て
総
額
１
２
０
０
億
円

の
シ
ン
ジ
ケ
ー
ト・ロ
ー
ン
を
組
成
。

ほ
か
の
地
方
銀
行
な
ど
多
数
の
金
融

機
関
の
参
加
を
得
て
、
被
災
し
た
同

電
力
の
設
備
復
旧
を
支
援
し
た
。

民
間
に
も
広
が
る 

環
境
格
付
融
資

　

ま
た
、
Ｄ
Ｂ
Ｊ
は
04
年
度
、
高
度

成
長
期
か
ら
培
っ
て
き
た
公
害
対
策

融
資
等
に
よ
る
知
見
を
も
と
に
、

「
Ｄ
Ｂ
Ｊ
環
境
格
付
」
融
資
制
度
を

開
始
し
た
こ
と
で
も
知
ら
れ
る
。
こ

れ
は
、
企
業
の
環
境
経
営
度
を
評
点

化
し
、
優
れ
た
企
業
を
選
定
し
て
、

得
点
に
応
じ
て
３
段
階
の
金
利
を
適

用
す
る
と
い
う
、
世
界
初
の
融
資
メ

ニ
ュ
ー
で
あ
る
。
図
表
は
環
境
格
付

融
資
の
経
年
的
な
金
額
の
推
移
を
示

し
て
い
る
。
11
年
度
の
実
績
は
１
２

９
９
億
円
と
前
年
度
比
約
66
％
の
大

幅
な
増
加
と
な
り
、
す
で
に
04
年
度

か
ら
の
累
計
は
４
９
１
２
億
円
ま
で

達
し
た
。
12
年
７
月
現
在
、
環
境
格

付
融
資
は
５
０
０
０
億
円
の
大
台
を

突
破
し
て
お
り
、
メ
ガ
バ
ン
ク
や
地

方
銀
行
に
も
同
様
の
取
組
み
が
広
が

っ
て
い
る
。
こ
う
し
た
環
境
、
Ｃ
Ｓ

Ｒ
等
に
関
す
る
企
業
の
取
組
み
が
金

融
機
関
か
ら
評
価
を
得
る
こ
と
は
、

企
業
に
と
っ
て
も
財
務
情
報
に
表
わ

れ
な
い
価
値
を
対
外
的
に
発
信
し
て

い
く
こ
と
に
つ
な
が
る
。

　
Ｄ
Ｂ
Ｊ
の
今
後
の
位
置
付
け
に
つ

い
て
は
、
15
年
3
月
末
ま
で
の
組
織

見
直
し
を
待
つ
こ
と
と
な
る
が
、
今

後
も
産
業
再
生
・
再
編
や
地
域
再
生

な
ど
長
期
の
国
家
的
課
題
の
解
決
や

企
業
の
長
期
資
金
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応

と
い
う
観
点
か
ら
、
投
融
資
一
体
型

の
役
割
を
評
価
す
る
声
は
少
な
く
な

い
。
ま
た
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
、

東
日
本
大
震
災
な
ど
の
金
融
危
機
や

大
規
模
災
害
な
ど
を
受
け
て
、
企
業

向
け
の
資
金
供
給
が
滞
る
懸
念
が
生

じ
る
よ
う
な
こ
と
の
な
い
よ
う
、
危

機
対
応
業
務
が
機
能
す
る
場
面
は
今

後
も
想
定
さ
れ
る
。
機
動
的
に
危
機

対
応
を
行
う
こ
と
が
可
能
な
指
定
金

融
機
関
の
存
在
感
は
重
み
を
増
し
て

い
る
と
い
う
の
が
現
状
だ
ろ
う
。 
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（出所）　日本政策投資銀行資料から大和総研作成。
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